
電子提供措置の開始日2025年５月30日
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 4,102 7,129 43,846 △248 54,829
当期変動額
剰余金の配当 △1,556 △1,556
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,493 2,493

自己株式の取得 △201 △201
自己株式の処分 0 25 25
自己株式の消却 ―
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 24 24
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― 24 936 △175 786
当期末残高 4,102 7,154 44,783 △423 55,615

（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

非支配
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 3,699 196 2,094 1,422 7,412 1,752 63,993
当期変動額
剰余金の配当 △1,556
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,493

自己株式の取得 △201
自己株式の処分 25
自己株式の消却 ―
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 24
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △1,701 △10 905 △569 △1,375 175 △1,200

当期変動額合計 △1,701 △10 905 △569 △1,375 175 △414
当期末残高 1,997 185 3,000 853 6,036 1,927 63,579

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数 15社
連結子会社の名称
山梨旭ダイヤモンド工業株式会社
是村旭ダイヤモンド工業株式会社
旭ダイヤモンドインダストリアルヨーロッパSAS
旭ダイヤモンドインダストリアルドイツGmbH
台湾鑽石工業股份有限公司
上海旭匯金剛石工業有限公司
P.T.旭ダイヤモンドインダストリアルインドネシア
旭ダイヤモンドタイランドCO.,LTD.
旭ダイヤモンドアメリカ,Inc.
旭ダイヤモンドインダストリアルスカンジナビアAB
旭ダイヤモンドインダストリアルオーストラリアPty.,Ltd.
旭ダイヤモンドデメキシコ,S.A.デC.V.
旭ダイヤモンドインダストリアルマレーシアSDN.BHD.
旭ダイヤモンドインダストリアルインディアPVT.LTD.
旭ダイヤモンドベトナムCO.,LTD.

子会社はすべて連結しております。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数 １社

会社の名称 新韓ダイヤモンド工業株式会社
（2）持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項

上記の持分法適用会社は、決算日が連結決算日と異なるため、当該会社の事業年度に係る計算書類を使用しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社15社のうち、国内連結子会社２社、及び旭ダイヤモンドインダストリアルインディアPVT.LTD.の決算日は３月31

日、その他の在外連結子会社12社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を
使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券……………………… 償却原価法(定額法)
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの………………… 時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
市場価格のない株式等………………… 移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。
商品及び製品…………………………… 主に個別法
仕掛品…………………………………… 主に個別法
原材料及び貯蔵品……………………… 主に移動平均法
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、主として定率法(ただし、建物(附属設備を除く。)並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物は定額法)を採用し、在外連結子会社は主として定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。
建物及び構築物 …………………５〜50年
機械装置及び運搬具 ……………４〜10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
主として定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(主として５

年)に基づく定額法を採用しております。
③ リース資産

当社及び連結子会社は、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
当社及び一部の連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 事業構造改善引当金
連結子会社の再建計画に伴う損失に備えるため、当連結会計年度における見積額を計上しております。

④ 株式給付引当金
取締役及び執行役員のうち株式報酬制度の受益者要件を満たす者(以下「取締役等」という。)への当社株式の交付に備える

ため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。
（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場
により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

② 退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、翌連結会計年度に一括して費用処理しております。また、過去勤務費用は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用処理しております。
・小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付
債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

③ 収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は、ダイヤモンド工具等の製造及び販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を

引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、一時点で当該資産に対する支配が顧客に移転して充足されると判断
し、その時点で収益を認識しております。
国内の販売については、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であることから、

主に出荷時点で、当該商品又は製品と交換に権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。
なお、当社及び連結子会社が代理人として販売に関与している場合には、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に支払

う額を控除した純額で収益を計上しております。
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④ のれんの償却方法及び償却期間
旭ダイヤモンドインダストリアルインディアPVT.LTD.の株式を取得したことにより発生したのれんの償却については、そ

の効果の発現する見積期間(７年)に基づく定額法を採用しております。

５. 会計上の見積りに関する注記
(重要な会計上の見積り)

（1）有形固定資産の減損
① 連結計算書類に計上した金額
有形固定資産 28,845百万円
減損損失 ―
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、期末日において資産又は資産グループに減損が生じている可能性を示す事象（以下「減損の兆候」とい
う。）がある場合には、当該資産又は資産グループについて、減損損失を認識するかどうかの判定を行っております。具体的
には減損の兆候の有無について、資産又は資産グループが使用されている営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとな
っている場合や、資産グループの使用範囲又は方法の変化の有無、経営環境の著しい悪化の有無、主要な資産の著しい時価
の下落の有無等に基づき判定しています。減損の兆候がある資産又は資産グループについての減損損失を認識するかどうか
の判定は、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価格を比較することによって行
い、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価格を下回る場合には、減損損失を認
識しております。
減損の兆候があると判断した資産グループについて、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総

額がその帳簿価額を上回っていることから、減損損失を認識しておりません。割引前将来キャッシュ・フローの算出に用い
た主要な仮定は、事業計画における売上高及び営業費用の発生見込み、並びに最終的な処分から見込まれる不動産の売却価
値です。
市場環境の悪化等により、これらの仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度以降において減損損失を計上する可能

性があります。
（2）繰延税金資産の回収可能性

① 会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結計
算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。
繰延税金資産 947百万円

② 繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っております。当該見積りは、
将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと
異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

６. 追加情報
（会計方針の変更）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」
という。)等を当連結会計年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20−３項ただし書
きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。
以下「2022年改正適用指針」という。)第65−２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計
方針の変更による連結計算書類への影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類における取扱い
の見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。
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Ⅱ 連結貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の圧縮記帳

国庫補助金により有形固定資産の取得原価から控除している圧縮記帳額は、652百万円であり、その内訳は、次のとおりであ
ります。
機械装置及び運搬具 11百万円
土地 640百万円
建物及び構築物 0百万円

2. 土地の再評価
土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金

を純資産の部に計上しております。
・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づ
き算出しております。

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
・再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額 △617百万円
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Ⅲ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 51,888,600株 ― ― 51,888,600株

2. 自己株式の種類及び総数
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 335,077株 234,459株 34,603株 534,933株

(変動事由の概要)
① 普通株式の増加234,459株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加233,000株及び単元未満株式の買取りに
よる増加1,459株であります。

② 普通株式の減少34,603株は、取締役等向け株式給付信託制度に係る信託口が所有する当社株式の交付・売却34,533株及び
単元未満株式の売却70株によるものであります。

③ 当連結会計年度末の普通株式には、取締役等向け株式給付信託制度に係る信託口が所有する当社株式286,732株が含まれて
おります。

3. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2024年６月26日
定時株主総会 普通株式 778百万円 15円 2024年３月31日 2024年６月27日

2024年11月８日
取締役会 普通株式 778百万円 15円 2024年９月30日 2024年12月 ２日

(注)1．2024年６月26日開催の定時株主総会決議による「配当金の総額」には、株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式に
対する配当金４百万円が含まれております。

2．2024年11月８日開催の取締役会決議による「配当金の総額」には、株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式に対す
る配当金４百万円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
次のとおり決議を予定しております。

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会 普通株式 774百万円 利益剰余金 15円 2025年３月31日 2025年６月27日
(注)2025年６月26日開催の定時株主総会決議による「配当金の総額」には、株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式に対す

る配当金４百万円が含まれております。
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Ⅳ 金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社及び連結子会社の資金運用については、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。また、資金調達
については、設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行借入により調達しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事業を展開している

ことから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、主に取
引先企業との関係を勘案して投資した株式であり、そのうち上場株式については市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。
営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。また、その一部には、外貨建ての

営業債務があり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。借入
金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、返済日は決算日後、４年以内であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、各営業部門と経理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに
期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会
社についても、当社と同様の管理を行っております。
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により表わさ

れております。
② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、有価証券及び投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、
取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき、経理部が適時に資金計画を作成・更新するなどの方法により、必要な手元流動

性を確保することで、流動性リスクを管理しております。
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が
変動することがあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
（1）有価証券及び投資有価証券

① その他有価証券 4,138 4,138 ―
資産計 4,138 4,138 ―

※1「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」「未払法人税等」については、現金であるこ
と、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

※2 市場価格のない株式等は、「(1)有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。
当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 6,696

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな

る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプット

を用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルの

うち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
その他有価証券 4,081 57 ― 4,138

資産計 4,081 57 ― 4,138

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しており、活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類して

おります。また、譲渡性預金は市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価
をレベル２の時価に分類しております。
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Ⅴ 収益認識に関する注記
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社及び連結子会社は、ダイヤモンド工具等の製造及び販売を行っております。顧客との契約から生じる収益を顧客の属する
業界別に分解しており、その内訳は次のとおりであります。

(単位：百万円)
業界の名称

合計
電子・半導体 輸送機器 機械 石材・建設 その他

売上高 16,667 9,692 9,430 3,975 1,240 41,006

2. 収益を理解するための基礎となる情報
Ⅰ「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」4.「会計方針に関する事項」(4)「その他連結計算書

類の作成のための基本となる重要な事項」③「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3. 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約負債等の残高

顧客との契約から生じた契約資産については、該当事項はありません。契約負債については、連結貸借対照表計上額の重要
性が乏しいため、記載を省略しております。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な

契約がないため、記載を省略しております。

Ⅵ １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,200円54銭
１株当たり当期純利益 48円36銭

Ⅶ その他の注記
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ご参考）

連結包括利益計算書
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

当期純利益 2,668
その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,701
土地再評価差額金 △10
為替換算調整勘定 811
退職給付に係る調整額 △540
持分法適用会社に対する持分相当額 157 △1,283

包括利益 1,385
（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,468百万円
非支配株主に係る包括利益 △83百万円
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株主資本等変動計算書
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計技術研究

基金 別途積立金繰越利益剰余金
当期首残高 4,102 7,129 ― 7,129 1,025 350 25,000 5,958 32,334
当期変動額
剰余金の配当 △1,556 △1,556
当期純利益 2,289 2,289
自己株式の取得
自己株式の処分 0 0
自己株式の消却
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― 0 0 ― ― ― 733 733
当期末残高 4,102 7,129 0 7,129 1,025 350 25,000 6,692 33,067

（単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計自己株式 株主資本

合計
その他有価
証券評価
差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △248 43,317 3,705 196 3,901 47,219
当期変動額
剰余金の配当 △1,556 △1,556
当期純利益 2,289 2,289
自己株式の取得 △201 △201 △201
自己株式の処分 25 25 25
自己株式の消却 ― ―
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △1,692 △10 △1,702 △1,702

当期変動額合計 △175 557 △1,692 △10 △1,702 △1,145
当期末残高 △423 43,875 2,012 185 2,198 46,074
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
Ⅰ 重要な会計方針
1．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券…………………… 償却原価法（定額法）
② 子会社株式及び関連会社株式………… 移動平均法による原価法
③ その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…………… 時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………… 移動平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)によっております。
① 商品及び製品…………………………… 個別法
② 仕掛品…………………………………… 個別法
③ 原材料及び貯蔵品……………………… 移動平均法

2．減価償却資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法(ただし、建物(附属設備を除く。)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法)を採用し
ております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
① 建物及び構築物 …………… ５〜50年
② 機械装置及び運搬具 ……… ４〜９年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を

採用しております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（3）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末におい

て発生している額を計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、翌事業年度に一括して費用処理しております。また、過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用処理しております。
・未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理方法と異な
ります。
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（4）株式給付引当金
取締役等への当社株式の交付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

4．収益及び費用の計上基準
当社は、ダイヤモンド工具等の製造及び販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を

負っております。当該履行義務は、一時点で当該資産に対する支配が顧客に移転して充足されると判断し、その時点で収益を認
識しております。
国内の販売については、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であることから、主

に出荷時点で、当該商品又は製品と交換に権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。
なお、当社が代理人として販売に関与している場合には、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に支払う額を控除した純額

で収益を計上しております。

５. 会計上の見積りに関する注記
① 会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響
を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。
繰延税金資産 1,285百万円

② 繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っております。当該見積りは、将
来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異
なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

６. 追加情報
（会計方針の変更）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」
という。)等を当事業年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20−３項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って
おります。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。
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Ⅱ 貸借対照表に関する注記
1．有形固定資産の減価償却累計額 37,622百万円

2．有形固定資産の圧縮記帳
国庫補助金により有形固定資産の取得原価から控除している圧縮記帳額は、641百万円であり、その内訳は、次のとおりであ

ります。
土地 640百万円
建物 0百万円

3．保証債務
在外子会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。
旭ダイヤモンドインダストリアルヨーロッパSAS 405百万円（極度額）

4．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 1,935百万円
長期金銭債権 2,457百万円
短期金銭債務 410百万円

5．土地の再評価
土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金

を純資産の部に計上しております。
・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づき
算出しております。

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
・再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額 △617百万円

Ⅲ 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 6,676百万円
仕入高 4,481百万円
販売費及び一般管理費 527百万円
営業取引以外の取引高(収入分) 639百万円
営業取引以外の取引高(費用分) ―
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Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 335,077株 234,459株 34,603株 534,933株

(変動事由の概要)
① 普通株式の増加234,459株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加233,000株及び単元未満株式の買取りに
よる増加1,459株であります。

② 普通株式の減少34,603株は、取締役等向け株式給付信託制度に係る信託口が所有する当社株式の交付・売却34,533株及
び単元未満株式の売却70株によるものであります。

③ 当事業年度末の普通株式には、取締役等向け株式給付信託制度に係る信託口が所有する当社株式286,732株が含まれており
ます。

Ⅴ 税効果会計に関する注記
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 177百万円
退職給付引当金 1,366百万円
退職給付信託 345百万円
棚卸資産評価損 121百万円
固定資産減損損失 207百万円
その他 207百万円

繰延税金資産小計 2,425百万円
評価性引当額 △232百万円
繰延税金資産合計 2,192百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △907百万円

繰延税金負債合計 △907百万円
繰延税金資産の純額 1,285百万円

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.3％
（調整）
住民税均等割等 1.4％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.3％
試験研究費等の税額控除 △3.0％
外国税額 0.7％
評価性引当額 △0.1％
税率変更による影響 △2.0%
その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.9％
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Ⅵ 関連当事者との取引に関する注記
会社等

（単位：百万円）

会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

当社と関連当
事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

山梨旭ダイヤモンド
工業株式会社

所有
直接 100％ 子会社

製品・半製品の購入 2,945 買掛金 300

材料の売却 37 売掛金 0

製品の加工 121 未収入金 24

工場用地の賃貸 24 ― ―

資金の貸付 500 短期貸付金 50

― ― 長期貸付金 450

利息の受取 6 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1．販売価格、購入価格及び加工代金については、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。

2．工場用地の賃貸については、相当の地代によっております。
3．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受け入れておりません。

Ⅶ 収益認識に関する注記
・収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表と同一であります。

Ⅷ １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 897円20銭
１株当たり当期純利益 44円41銭

Ⅸ その他の注記
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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